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容易さ等が異なることから、各施設毎に構築されたシステムで管理を行っている。 

これまで管理者毎、構造物毎に、それぞれに与えられた条件の中で最も効率的

な管理を行ってきたが、今後は、各々の社会資本がもつ特徴を踏まえつつ、提供す

るサービスを構成する施設群として捉え、異なる種類も含む複数の構造物や複数の

管理者にまたがる施設群をトータルとして考慮する視点が不可欠になる。そのため、

各構造物が担っている機能や構造物の状態、機能停止時のリスク等、異なる構造

物群を共通して捉えることのできる指標の開発や、必要なデータの蓄積を行っていく

必要がある。 

社会資本マネジメント効率化のために、以上のような面的な視点、施設横断的な

視点、設計・施工・維持管理といった時間軸の視点からなるトータルシステムへ革新

していくことが今後の方向性と言える。 

また、社会資本を構成する構造物においては、これまでは比較的若年齢の構造

物が多いこと、幸いにも重大な損傷事例が少なかったことから、損傷が深刻化して

から対策を行う事後対応により対処できていた。しかしながら、今後高齢化が進む

にしたがって、従来の事後対応では補修・補強などの管理コストが膨大となること、

また、構造物の崩壊につながりかねない重篤損傷が生じる危険性が増大することな

どから、予防保全型管理へ転換していく必要がある。これにより、構造物の損傷を

軽微な段階で発見し、早期に対応することにより長寿命化させ、ライフサイクルコス

トの縮減を図ることができるとともに、重篤な損傷に至るリスク管理を徹底すること

ができる。 

そのため、構造物の重要度に合わせて、点検、診断、予測、補修・補強といった

各段階での技術を高度化していく。構造物内部の可視化技術、損傷構造物の健全

度診断技術、長期的な劣化予測技術、損傷原因、程度に応じた効果的な補修・補

強技術、モニタリング技術、更新技術等の更なる高度化を進めていく。なお、これら

の技術開発に際しては、対象とする現象が長期にわたることから、既設構造物等へ

の継続的な調査とデータの蓄積が必要であり、そのための体制整備が必要となる。 

また、民間プラントでは先行して保全計画型の維持管理がなされており、経年化

が進行してもメンテナンスにかけられる費用は全体収支の中でほぼ一定という条件

下にもかかわらず、事故件数を減らすことに成功している。そこで特に重要となるの

は、管理技術である。構造物の経年劣化は部位・部分によって異なるため、健全な

部分から寿命に近い部分までが混在するようになる。保全計画においては、これら

を効率的に管理する管理技術が不可欠となる。個別技術の高度化と併せ、管理技

術の構築、高度化も必要となる。先行している民間の知見を官が管理する社会資本

ストックの維持管理にも積極的に取り入れることが求められる。 
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■農業水利構造物の耐久性照査の取組み 

農業水利施設の置かれる環境条件（常時流水と接触する環境、乾湿を繰り返

す環境など）において、劣化メカニズムや補修・補強工法に要求される性能を明ら

かにするため、変状を再現できる促進劣化試験を考案し、補修工法の耐久性を照

査する技術を開発 
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